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1.  21年9月期の連結業績（平成20年10月1日～平成21年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年9月期 14,750 2.6 774 ― 802 ― 329 ―
20年9月期 14,381 △19.6 △97 ― △99 ― △332 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年9月期 15,158.71 ― 18.3 11.3 5.3
20年9月期 △15,332.33 ― △17.9 △1.6 △0.7

（参考） 持分法投資損益 21年9月期  ―百万円 20年9月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年9月期 7,647 1,950 25.5 89,812.09
20年9月期 6,523 1,657 25.4 76,194.97

（参考） 自己資本   21年9月期  1,950百万円 20年9月期  1,654百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年9月期 1,566 △24 △530 1,490
20年9月期 △302 △214 473 479

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年9月期 ― 0.00 ― 3,000.00 3,000.00 65 △19.6 3.5
21年9月期 ― 0.00 ― 3,600.00 3,600.00 78 23.7 4.3
22年9月期 

（予想）
― 0.00 ― 4,000.00 4,000.00 23.5

3.  22年9月期の連結業績予想（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

8,020 11.1 420 51.5 445 43.8 225 105.3 10,362.46

通期 15,270 3.5 735 △5.1 750 △6.5 370 12.4 17,040.48



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、21ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年9月期 21,713株 20年9月期 21,713株
② 期末自己株式数 21年9月期  ―株 20年9月期  ―株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年9月期の個別業績（平成20年10月1日～平成21年9月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年9月期 14,162 1.4 851 ― 853 ― 377 ―
20年9月期 13,963 △20.6 31 △95.1 16 △97.4 △241 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年9月期 17,387.38 ―
20年9月期 △11,114.42 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年9月期 7,251 2,132 29.4 98,222.18
20年9月期 6,055 1,788 29.5 82,376.38

（参考） 自己資本 21年9月期  2,132百万円 20年9月期  1,788百万円

2.  22年9月期の個別業績予想（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が発表日現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づい
ており、実際の業績等は経済情勢の変動等に伴うリスクや様々な不確定要素により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定等につい
ては、「１．経営成績、（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

7,700 10.5 438 24.5 435 22.6 215 41.4 9,901.90

通期 14,500 2.4 755 △11.4 750 △12.1 375 △0.7 17,270.76



(1）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、大企業間での経営統合、業務提携等の動きが活発化するなか、雇用環境の

悪化などが原因となって景気に大きな影響を及ぼし、企業業績も停滞感が一段と顕著になってまいりました。 

 移動体通信業界では、ソフトバンクモバイル株式会社が引き続き積極的な営業政策を展開して、契約シェア拡大に

向け着実に伸長してまいりました。 

 当社は、当連結会計年度におきまして、採算性を勘案のうえ、新規にソフトバンクショップを２店舗出店してまい

りました。しかしながら、各移動体通信事業者が割賦販売を導入した影響から、業界全体の販売数が落ち込み、機種

変更は順調に増加したものの、新規販売が伸び悩みました。これに伴って不採算懸念店舗となったソフトバンクショ

ップを２店舗、併売店を７店舗（全てエスケーアイモバイル）退店いたしました。この結果、期末店舗数は69店舗

（直営65店舗、ＦＣ４店舗）の店舗展開となりました。 

 移動体通信機器販売関連事業につきましては、携帯電話の普及台数が10,963万台を超え、各移動体通信事業者が割

賦販売を導入したほか、店舗の閉鎖に伴い、当連結会計年度における移動体通信機器の販売台数は減少し、新規・機

種変更を合わせ 台（前期比10.5％減）となりました。また、売上高は 百万円（前期比1.4％増）、営業

利益は851百万円（前期は31百万円の営業利益）となりました。 

 また、コールセンター事業（保険分野）につきましては、子会社である株式会社セントラルパートナーズにおい

て、平成20年７月に青森県青森市に東北支店を開設して、２拠点体制とし、営業効率を強化して販売力の向上を図る

ほか、複数の保険会社の新商品の取扱を開始いたしました。しかしながら、前述の新商品の販売に伴いコストも増加

したため、当連結会計年度における売上高は530百万円（前期比41.7％増）、営業損失は80百万円（前期比21.3％

減）となりました。 

 なお、不動産賃貸・管理事業につきましては、子会社であるエスケーアイ開発株式会社で平成19年８月１日に大型

立体駐車場「エスケーアイパーク法王町」を名古屋市千種区にオープン後、稼働率が順調に向上しております。当連

結会計年度における売上高は67百万円（前期比46.0％増）、営業利益は４百万円（前期は26百万円の営業損失）とな

りました。 

 以上の結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高は 百万円（前期比2.6％増）、営業利

益は774百万円（前期は97百万円の営業損失）、経常利益は802百万円（前期は99百万円の経常損失）、当期純利益は

329百万円（前期は332百万円の当期純損失）となりました。 

  

  

  

  

（来期の見通し） 

 平成22年９月期におきましては、携帯電話の普及台数が10,963万台を超え、各移動体通信事業者は顧客確保のため

の営業政策を積極的に展開し、ユーザーの需要も機種変更の比率が更に上昇することが予測されます。その中で当社

は、主要取引先であるソフトバンクモバイル株式会社が割賦販売導入後３年を経過し、機種変更および買増の増大が

見込めることから、このビジネスチャンスを業積に最大限反映すべく、直営展開を活かしたコンサルティング販売に

注力して取り組んでまいります。 

 このため、来期における移動体通信機器販売関連事業の業績は売上高 百万円、経常利益750百万円、当期純

利益375百万円を予想いたしております。また、来期におけるコールセンター事業（保険分野）については、売上高

678百万円、経常利益50百万円、当期純利益45百万円を予想いたしております。なお、不動産賃貸・管理事業につき

ましては売上高60百万円、経常利益および当期純利益は２百万円を予想いたしております。 

 したがいまして、来期における当社グループの業績は、売上高 百万円、経常利益750百万円、当期純利益370

百万円を予想いたしております。 

１．経営成績
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(2）財政状態に関する分析 

 （資産、負債、純資産の状況に関する分析） 

 当連結会計年度末における資産の状況は、前連結会計年度末と比較して現金及び預金が 百万円増加したほか、

たな卸資産が325百万円増加したことなどにより、流動資産が 百万円増加し 百万円となりました。一方、固

定資産は有形固定資産が102百万円減少したことなどにより全体で140百万円減少し、 百万円となりました。その

結果、資産総額は 百万円増加し、 百万円となりました。 

 負債については、前連結会計年度末と比較して買掛金が619百万円増加し、未払金が133百万円増加したほか、未払

法人税等が377百万円増加し、未払消費税等の増加によりその他流動負債が100百万円増加した一方、短期借入金が230

百万円減少したことなどにより、流動負債は 百万円増の 百万円となり、長期借入金が146百万円減少し、社

債が100百万円減少したことなどにより固定負債は211百万円減の981百万円となりました。その結果、負債総額は831

百万円増加し、 百万円となりました。 

 また、純資産については、前連結会計年度末と比較して利益剰余金が264百万円増加したことなどにより292百万円

増加し、 百万円となりました。 

  

  

  

  

 （キャッシュ・フローの状況に関する分析） 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益692百万円の

計上に伴い、営業活動による資金が増加したほか、借入金の返済等により財務活動による資金が減少した結果、前連

結会計年度末に比べ1,011百万円増加し、当連結会計年度末は 百万円となりました。 

 （営業活動によるキャッシュ・フローについて） 

 営業活動による資金の増加は、 百万円（前期は302百万円の減少）となりました。これは税金等調整前当期

純利益が692百万円（前期は354百万円の税金等調整前当期純損失）となり、たな卸資産の増減額で346百万円の資金

の減少（前期比70.9％減）となったものの、売上債権および仕入債務の増減額で584百万円（前期比54.8％減）の資

金の増加となり、法人税等の還付額で149百万円の資金の増加（前期はなし）となったほか、減価償却費が138百万

円の資金の増加（前期比28.2％減）となったことなどによるものです。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フローについて） 

 投資活動による資金の減少は、24百万円（前期比88.4％減）となりました。これは、有形固定資産の取得による

支出36百万円（前期比74.6％減）などによるものです。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フローについて） 

 財務活動による資金の減少は530百万円（前期は473百万円の増加）となりました。これは長期借入による収入100

百万円（前期比66.7％減）があったものの、短期借入金の純減少額が230百万円（前期は538百万円の増加）、社債

の償還による支出100百万円（前期比80.0％減）のほか、長期借入金の返済による支出235百万円（前期比12.2％

減）があったことなどによるものです。 
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 （キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

自己資本比率：自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い 

※ 株式時価総額は決算期末株価×発行済株式総数で算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

※ 平成19年９月期、平成20年９月期は営業キャッシュ・フローがマイナスのためキャッシュ・フロー対有利子負債

比率およびインタレスト・ガバレッジ・レシオは、「―」で表示しております。  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・来期の配当 

 当社は、株主への利益還元を経営の最重要課題の一つと考え、そのための収益力を強化するとともに、株主に対す

る積極的な利益還元策を実施し、配当性向を30％以上とすることを基本としております。 

 平成21年９月期の利益配当につきましては、利益剰余金への留保も勘案いたしまして、１株当たりの配当予想額を

3,600円としております。また、来期における１株当たりの配当予想額は4,000円としております。 

  

(4）事業等のリスク 

 当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を以下に記載してお

ります。したがいまして、当社はこれらリスク発生の可能性を認識したうえで、発生を回避すべく情報の早期収集と

発生時のリスクを最小に留めるべく適切な対応に努める方針であります。 

 なお、文中の将来に関する事項は決算短信提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

①移動体通信機器販売関連事業 

1.移動体通信キャリアの受取手数料について  

 移動体通信キャリアが提供する移動体通信サービスへの加入契約等の取次を行うことにより、その対価として移

動体通信キャリア等から手数料を収受しておりますが、受取手数料の金額、支払対象期間、通話料金に対する割

合、支払対象となるサービス業務の内容等の取引条件は、移動体通信キャリアの事業方針等により変更されること

があります。したがいまして、大幅な取引条件等の変更が発生した場合には、当社グループの業績に重大な影響を

及ぼす可能性があります。 

2.移動体通信端末の販売について  

 移動体通信端末については、規制緩和により販売競争が激化するとともに、携帯電話普及率が高まり競争が激化

する中、売れ筋商品の確保や価格競争力のある商品の確保は重要であり、それらの商品やサービスが確保できない

場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、端末の高額化や移動体通信キャリアの割賦

販売の実施により、ユーザーの買い換えサイクルは長期化する傾向にあり、この傾向が顕著になった場合には当社

グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  平成19年９月期 平成20年９月期 平成21年９月期

自己資本比率      （％）  35.9  25.4 25.5 

時価ベースの自己資本比率（％）  45.7  26.6 23.1 

キャッシュ・フロー 

対有利子負債比率    （％） 
― ― 109.3 

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ   （倍） 
― ― 68.5 
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3.短期解約違約金について  

移動体通信サービスの新規契約後の一定期間内に顧客が解約した場合、移動体通信キャリアより新規契約時に収

受した受取手数料の一部を短期解約違約金として返還しております。 

 当社では短期解約違約金の発生を極力抑えるため、契約時に移動体通信キャリアの方針にそった説明を行ってお

りますが、解約自体は契約者本人の意思によって行われるものであるため、仮に短期解約違約金が増加した場合に

は当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 当社ではこのような事態に対応するため、短期解約違約金損失引当金を設定し、短期解約違約金の支払に備えて

おります。   

4.競合・新規参入について  

 移動体通信業界は常に新しい商品やサービスを提供しており、移動体通信端末の普及とともに移動体通信機器の

販売およびサービス獲得競争はますます激化しております。当社は移動体通信キャリア２社と移動体通信サービス

の代理店契約を締結しておりますが、移動体通信キャリアと直接移動体通信サービスの加入に関する業務委託契約

等を締結している代理店（以下、「一次代理店」という。）は全国に多数あります。 

 したがいまして、今後の競争状況によっては当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。   

5.法的規制について 

 移動体通信キャリアの販売代理店事業については、直接的な法的規制はありませんが、「電気通信事業法」や社

団法人電気通信事業者協会が定める「代理店の営業活動に対する倫理要綱」等に基づいて移動体通信キャリアから

指導を受けております。当社は、上記法令等の内容を踏まえ移動体通信キャリアからの指導を遵守し営業活動を行

っております。 

 また、電気通信分野における個人情報の取扱いについては、総務省が策定し、改定した「電気通信事業における

個人情報保護に関するガイドライン」に詳細が定められております。 

 当社の事業に係る移動体通信サービス加入契約者の個人情報について同ガイドラインに基づき、「個人情報取扱

の基本規定」を策定し、個人情報の漏洩防止に努めておりますが、不測の事態により顧客に係る紛失、漏洩等が発

生した場合、当社グループに対する信頼性の失墜、損害賠償請求等により、財政状態および業績に重大な影響を及

ぼす可能性があります。 

6.店舗展開について 

 現在直営店を中心に多店舗展開を行っておりますが、収益性の比較的高い専売店と収益性で劣性な併売店が競合

する地域が発生した場合は、利益確保のため当社の併売店を移転・閉鎖統合することも想定されます。その場合に

は、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。    

  

②コールセンター事業（保険分野）  

1.保険会社の受取手数料について 

 医療保険等第三分野の保険加入契約の取次を行うことにより、その対価として保険会社２社から手数料を収受し

ておりますが、受取手数料の金額、支払対象期間、顧客の払込保険料に対する割合等の取引条件は、保険会社の事

業方針等により変更されることがあります。したがいまして、大幅な取引条件等の変更が発生した場合には、当社

グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。    

  

2.法的規制について 

 保険の募集事業については、保険業法の規制を受けており、当社は、保険会社の一次代理店として登録し、保険

募集人資格を有する社員が、コールセンターで保険募集業務を行っております。 

 また、保険分野の加入契約者の個人情報については、セキュリティシステムの強化と従業員に対する教育を徹底

し、個人情報の漏洩防止に努めておりますが、不測の事態により顧客情報に係る紛失、漏洩等が発生した場合、当

社グループに対する信頼性の失墜、損害賠償請求等により、財政状態および業績に重大な影響を及ぼす可能性があ

ります。  

  

3.事業展開について  

 保険会社から営業を受託し、保険加入率の向上、アフターフォロー等の営業努力を継続しておりますが、保険事

業の受注は、各保険会社の事業方針により変更されることがあります。したがいまして、大幅な受注量の変更が発

生した場合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 
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4.保険会社の重要な環境の変化について 

 保険募集業務を委託した保険会社に、財務上の問題等で他社への売却あるいは他社との合併等や、保険会社の取

扱商品に不備があった場合のほか、保険会社における個人情報の取扱に問題があった場合は、消費者の保険に対す

る加入意欲が低下することがあります。 

 したがいまして、業務を委託した保険会社に重要な環境の変化があった場合には、当社グループの業績に重大な

影響を及ぼす可能性があります。 

  

③不動産賃貸・管理事業  

1.事業展開について  

 駐車場の賃貸契約者を募集し、月極賃貸料を収受するとともに、一般利用者からも時間使用料を収受しておりま

すが、駐車場所在地付近の環境の変化、駐車場の利用状況により賃貸料を変更することがあります。したがいまし

て、賃貸条件が変動した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

2.法的規制について 

 駐車場事業については、業務運営上規制を受ける法令等はありませんが、駐車場を取り巻く環境については、道

路交通法に影響されることが想定され、法令改正等があった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。  

  

2009/11/0910:13:04

- 5- 



 当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社（株式会社エスケーアイ）および子会社３社（株式会社セントラ

ルパートナーズ 、エスケーアイ開発株式会社、エスケーアイマネージメント株式会社）により構成されております。事

業としては、移動体通信機器販売関連事業のほか、コールセンター事業（保険分野）および不動産賃貸・管理事業を展開

しております。 

 なお、子会社のエスケーアイマネージメント株式会社は、平成21年９月連結会計年度末現在実質的な事業活動を行って

おらず、非連結子会社としております。 

  

（１）事業の内容  

1.移動体通信機器販売関連事業  

 一般ユーザーに対し、移動体通信キャリアが提供する移動体通信機器の販売および移動体通信サービスの加入契約取次

を行う事業で移動体通信サービスの加入契約の成約の対価として各移動体通信キャリアおよび一次代理店から手数料を収

受しております。  

  

2.コールセンター事業（保険分野）  

 保険会社からの委託を受け、医療保険等第三分野の保険の募集を行う事業で、保険加入契約後の顧客の払込保険料の対

価として各保険会社から手数料を収受しております。 

  

3.不動産賃貸・管理事業 

 不動産物件（駐車場）の賃貸借募集を行うと同時に、その他一般消費者の利用を目的とする事業で、賃貸借契約者より

月極賃貸料を収受するほか、一般利用者より時間使用料を収受しております。  

  

（２）事業系統図  

＜移動体通信機器販売関連事業系統図＞  

〈商品の流れ〉 

 

〈手数料の流れ〉 

 

２．企業集団の状況
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＜コールセンター事業（保険分野）系統図＞ 

 
＜不動産賃貸・管理事業系統図＞ 

 
（３）関係会社の状況  

 （注）１ 「主要な事業内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

    ２ 特定子会社であります。 

  

名称 住所 
資本金

（百万円） 
主要な事業内容

議決権の 
所有割合
（％） 

関係内容

（連結子会社）              

株式会社 

セントラルパートナーズ（注）２ 

岐阜県  

大垣市  
 140

コールセンター事業 

（保険分野）  
 68.5 役員兼任３名 

エスケーアイ開発株式会社 
愛知県  

名古屋市  
 10 不動産賃貸・管理事業   100.0 役員兼任３名 
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、直営店展開とユーザーへの良質なサービスの提供により、行動規範である「すぐやる、必ずやる、出来るま

でやる」を実践し、経営理念である「顧客満足度ナンバーワンの企業」の実現を目指しております。 

 また、進化を続ける情報産業の市場を先取りし、新商品・新サービスの提供を通じて「ユーザー」への積極的な利便

供与並びに地域・社会への貢献に務め、企業としての適正利潤を確保することで、「株主」、「投資家」の皆様のご期

待に応えることを基本方針として活動しております。 

(2）目標とする経営指標 

 当社では、以下の経営指標を目標としております。 

 目標数値につきましては、株主・投資家の皆様のご期待に応えるべく最低限クリアーすべき数値と認識しており、幹

部社員により、定期的に進捗状況を検証し、営業政策等に反映しております。 

ａ．総資産営業利益率（ＲＯＡ）  10％ 

ｂ．株主資本利益率 （ＲＯＥ）  15％ 

ｃ．売上高経常利益率       ５％ 

 また、来期の経営指標の計画は、ａ総資産営業利益率は9.5％、ｂ株主資本利益率は20.3％、ｃ売上高経常利益率

は4.9％となっております。来期の経営指標の各数値につきましては最低限達成可能な範囲と予測するとともに、更

に今後の経営努力により改善できるものと判断しており、上記指標の達成に向け、より一層の経営の効率化に努めて

まいる所存です。  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

1.移動体通信機器販売関連事業 

 当社はこれまで、直営店展開を中心に東海地区および関東地区への重点戦略により各地区での市場占有率を高めて

まいりました。収益性等を検討し不採算懸念店舗を中心にスクラップを進め、ナンバーポータビリティに対応し得る

店舗づくりと店舗効率の改善および顧客満足度の向上に努めてまいりました。その結果、平成21年９月末現在の店舗

数は東海地区直営39店舗（ＦＣ４店舗含め43店舗）、関東地区直営26店舗の計65店舗（ＦＣ含め69店舗）となってお

ります。大手による寡占が進む中、効率化を図って利益率の向上に努め、競争力を高めてまいります。 

2.コールセンター事業（保険分野）  

 子会社の株式会社セントラルパートナーズを平成18年１月に設立し、平成18年４月より保険分野のコールセンター

事業を開始しております。保険募集業務につきましては、平成20年７月に青森県青森市に第２コールセンターを開設

後、大垣本社とともにストック型受取手数料の積上げが順調に推移しているため、収益状況も改善しており、今後も

各社員の能力向上に努め、管理体制を強化し、効率的な経営を行ってまいります。 

3.不動産賃貸・管理事業 

 子会社のエスケーアイ開発株式会社は、平成19年８月より不動産賃貸・管理事業を開始しております。不動産賃

貸・管理事業につきましては、賃貸駐車場の賃貸借契約者および一般利用者からの賃貸料による確実な収入を見込ん

でおり、安定的な経営を行ってまいります。 

(4）会社の対処すべき課題 

1.移動体通信機器販売関連事業  

 今後の当業界の見通しといたしましては、平成18年10月24日に「ナンバーポータビリティ」が導入され、それ以

降、各移動体通信事業者間、メーカー間および販売代理店間のユーザー争奪戦が激しくなっているほか、各移動体通

信事業者が割賦販売を導入した影響から買い替えサイクルの長期化が顕著となっております。当社では店舗での販売

の効率性に取り組むとともに、利益率の高い商品の大量仕入と販売促進により、利益率の向上を図ってまいります。

また、直営展開を活かしたコンサルティング販売に早くから取り組んでまいりましたが、優秀な人材の育成と社員間

の競争意識の定着が課題となっております。これに対応するため、営業部、人事グループが中心となり全社的に教

育・指導の強化に取り組んでまいります。 

具体的な対処策としましては、下記のことを考えております。 

（販売の効率化による利益率の向上について） 

 当社では、正社員中心の販売スタッフにより店舗運営を行っておりますが、各移動体通信事業者が割賦販売を導入

したことで、画一的な販売方法で対応可能な部分も増加してまいりました。 

 したがいまして、全販売スタッフの生産性を検証し、各店舗毎に適正人員を配置するとともに、正社員比率を継続

的に検討し、利益率の向上に取り組んでまいります。  

３．経営方針
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（優秀な人材育成と社員間の競争意識の定着について） 

 当社では、コンサルティング販売に早期から取り組んでまいりましたが、各移動体通信事業者は顧客囲込みのた

め、短期間の内に料金プラン等新体系を投入しております。 

 このような状況の中で顧客に対し、的確なサービスプランを提案することが重要であり、それに対応できる社員と

するために継続的に指導し、移動体通信事業者の認定資格者に育成するほか、販売スタッフの給与・賞与等について

業績に連動した「信賞必罰」形を採用するとともに、社員間の競争意識を定着させるべく、教育指導を行ってまいり

ます。 

（高利益率商品の販売について） 

   当社では、当期末に主力取り扱い移動体通信事業者であるソフトバンクモバイル株式会社より、利益率の高い商品

を大量に仕入しました。当該商品を中心に各店舗で積極的に販売促進を行い、利益の確実な取込みを図ってまいりま

す。 

2.コールセンター事業（保険分野）  

 保険分野のコールセンター事業につきましては、第三分野保険を中心として市場は急速に拡大しており競合が激化

していることから、適性のある人材を育成し戦力化を図ることが課題と考えております。 

 また、日常の業務では高度な個人情報を取り扱っていることから、管理体制を徹底するとともに継続的な見直しを

行うことが重要と考えています。以上の観点から、各社員に対し営業能力と情報管理意識の向上を図るべく教育を徹

底してまいります。  

3.不動産賃貸・管理事業 

 駐車場の賃貸事業につきましては、交通事情および駐車環境の変化により駐車場に対するニーズが高まっており、

駐車場の稼働率アップを図ることが課題と考えております。また、駐車施設の管理を徹底することで、利用者に対す

る安心感と信頼性の向上に繋げてまいります。  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

  該当事項はありません。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 588,367 1,607,165

売掛金 1,210,668 1,319,214

たな卸資産 2,102,671 －

商品 － 2,421,801

貯蔵品 － 6,786

繰延税金資産 103,236 109,947

未収還付法人税等 151,389 －

その他 101,941 57,856

流動資産合計 4,258,276 5,522,771

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,488,018 1,441,651

減価償却累計額 △356,728 △408,924

建物及び構築物（純額） 1,131,289 1,032,726

機械装置及び運搬具 80,960 112,553

減価償却累計額 △47,079 △59,560

機械装置及び運搬具（純額） 33,880 52,993

土地 311,386 311,386

その他 263,859 264,100

減価償却累計額 △189,676 △212,586

その他（純額） 74,182 51,514

有形固定資産合計 1,550,740 1,448,621

無形固定資産 47,608 33,246

投資その他の資産   

投資有価証券 178,421 281,795

繰延税金資産 22,232 34,935

差入保証金 278,605 238,570

その他 190,388 109,343

貸倒引当金 △2,500 △21,545

投資その他の資産合計 667,147 643,100

固定資産合計 2,265,496 2,124,968

資産合計 6,523,772 7,647,740
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,018,922 2,638,257

短期借入金 850,000 620,000

1年内償還予定の社債 100,000 100,000

1年内返済予定の長期借入金 226,724 238,524

未払金 111,057 244,315

未払法人税等 17,594 394,598

短期解約違約金損失引当金 3,000 1,000

賞与引当金 65,955 88,223

役員賞与引当金 25,500 35,800

その他 254,294 355,268

流動負債合計 3,673,048 4,715,985

固定負債   

社債 400,000 300,000

長期借入金 599,992 453,068

退職給付引当金 38,636 47,321

役員退職慰労引当金 123,850 142,270

その他 30,262 39,005

固定負債合計 1,192,740 981,664

負債合計 4,865,789 5,697,649

純資産の部   

株主資本   

資本金 729,364 729,364

資本剰余金 666,862 666,862

利益剰余金 263,865 527,867

株主資本合計 1,660,092 1,924,094

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △5,670 25,995

評価・換算差額等合計 △5,670 25,995

少数株主持分 3,562 －

純資産合計 1,657,983 1,950,090

負債純資産合計 6,523,772 7,647,740

2009/11/0910:13:04

- 11- 



（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 14,381,341 14,750,622

売上原価 10,756,643 10,433,645

売上総利益 3,624,697 4,316,977

販売費及び一般管理費   

販売手数料 272,335 465,077

広告宣伝費 154,487 59,690

給料手当及び賞与 1,300,999 1,211,142

賞与引当金繰入額 65,955 88,223

役員賞与引当金繰入額 25,500 35,800

退職給付費用 12,109 14,048

役員退職慰労引当金繰入額 18,420 18,420

地代家賃 488,211 407,610

減価償却費 192,474 138,211

その他 1,191,377 1,104,144

販売費及び一般管理費合計 3,721,870 3,542,368

営業利益又は営業損失（△） △97,172 774,608

営業外収益   

受取配当金 4,870 1,290

看板広告収入 3,600 －

受取保険金 22 －

補助金収入 20,581 30,985

その他 10,219 19,804

営業外収益合計 39,293 52,080

営業外費用   

支払利息 26,362 22,846

社債発行費 9,539 －

その他 5,406 1,344

営業外費用合計 41,308 24,191

経常利益又は経常損失（△） △99,188 802,497

特別利益   

固定資産売却益 3,644 －

投資有価証券売却益 3,119 －

賞与引当金戻入額 － 9,384

保険差益 2,664 1,427

その他 1,235 1,564

特別利益合計 10,664 12,375
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

特別損失   

固定資産除却損 164,503 54,064

店舗閉鎖損失 － 22,398

投資有価証券売却損 1 1,770

投資有価証券評価損 76,511 14,662

会員権評価損 16,214 1,542

貸倒引当金繰入額 － 18,395

その他 8,402 9,542

特別損失合計 265,633 122,376

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△354,158 692,496

法人税、住民税及び事業税 26,554 387,130

過年度法人税等 5,475 －

法人税等調整額 △27,903 △20,212

法人税等合計 4,125 366,917

少数株主損失（△） △25,373 △3,562

当期純利益又は当期純損失（△） △332,910 329,141
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 729,364 729,364

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 729,364 729,364

資本剰余金   

前期末残高 666,862 666,862

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 666,862 666,862

利益剰余金   

前期末残高 683,628 263,865

当期変動額   

剰余金の配当 △86,852 △65,139

当期純利益又は当期純損失（△） △332,910 329,141

当期変動額合計 △419,762 264,002

当期末残高 263,865 527,867

株主資本合計   

前期末残高 2,079,854 1,660,092

当期変動額   

剰余金の配当 △86,852 △65,139

当期純利益又は当期純損失（△） △332,910 329,141

当期変動額合計 △419,762 264,002

当期末残高 1,660,092 1,924,094

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △18,068 △5,670

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12,397 31,666

当期変動額合計 12,397 31,666

当期末残高 △5,670 25,995

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △18,068 △5,670

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12,397 31,666

当期変動額合計 12,397 31,666

当期末残高 △5,670 25,995
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

少数株主持分   

前期末残高 20,511 3,562

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △16,948 △3,562

当期変動額合計 △16,948 △3,562

当期末残高 3,562 －

純資産合計   

前期末残高 2,082,297 1,657,983

当期変動額   

剰余金の配当 △86,852 △65,139

当期純利益又は当期純損失（△） △332,910 329,141

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,550 28,104

当期変動額合計 △424,313 292,106

当期末残高 1,657,983 1,950,090
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△354,158 692,496

減価償却費 192,474 138,211

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,500 19,045

短期解約違約金損失引当金の増減額（△は減少） △7,000 △2,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,535 22,267

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △11,000 10,300

退職給付引当金の増減額（△は減少） △700 8,685

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 17,910 18,420

受取利息及び受取配当金 △7,195 △2,551

支払利息 26,362 22,846

社債発行費 9,539 －

固定資産売却益 △3,644 －

固定資産除却損 164,503 －

固定資産除売却損益（△は益） － 54,151

投資有価証券売却益 △3,119 －

投資有価証券売却損 1 －

投資有価証券売却損益（△は益） － 1,770

投資有価証券評価損益（△は益） 76,511 14,662

会員権評価損 16,214 1,542

保険差益 △2,664 △1,427

売上債権の増減額（△は増加） 335,192 △34,439

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,190,319 △346,687

未収消費税等の増減額（△は増加） △8,165 38,117

仕入債務の増減額（△は減少） 958,532 619,334

未払金の増減額（△は減少） △114,689 24,780

未払消費税等の増減額（△は減少） △6,120 98,913

その他 △7,195 33,657

小計 91,304 1,432,098

利息及び配当金の受取額 5,114 2,235

利息の支払額 △26,181 △21,716

保険金の受取額 14,623 22,075

法人税等の還付額 － 149,491

法人税等の支払額 △386,887 △17,800

営業活動によるキャッシュ・フロー △302,026 1,566,382
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △7,446 △7,511

有形固定資産の取得による支出 △142,104 △36,050

有形固定資産の売却による収入 18,569 1,200

投資有価証券の取得による支出 △59,484 －

投資有価証券の売却による収入 15,486 2,658

差入保証金の差入による支出 △36,609 △9,325

差入保証金の回収による収入 24,333 38,364

預り保証金の受入による収入 1,050 1,101

その他 △28,239 △15,269

投資活動によるキャッシュ・フロー △214,444 △24,833

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 538,000 △230,000

長期借入れによる収入 300,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △267,733 △235,124

社債の発行による収入 490,460 －

社債の償還による支出 △500,000 △100,000

配当金の支払額 △87,215 △65,139

財務活動によるキャッシュ・フロー 473,511 △530,263

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △42,959 1,011,285

現金及び現金同等物の期首残高 522,488 479,528

現金及び現金同等物の期末残高 479,528 1,490,813
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 該当事項はありません。 

  

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ２社 

 全ての子会社を連結しております。 

 連結子会社の名称 

株式会社セントラルパートナーズ 

エスケーアイ開発株式会社 

(1）連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

株式会社セントラルパートナーズ 

エスケーアイ開発株式会社 

  ────── (2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

エスケーアイマネージメント株式会社

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社エスケーアイマネージメ

ント株式会社は、小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）および利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためでありま

す。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

────── 

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく

時価法を採用しております。 

（評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均

法により算定しております。) 

① 有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。  

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

  ② たな卸資産 

商品  月次総平均法による原価法を

採用しております。 

② たな卸資産 

商品  月次総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用してお

ります。 

  貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

を採用しております。 

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用してお

ります。 

    （会計方針の変更） 

当連結会計年度より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 企業会計基準第９号 

平成18年７月５日公表分）を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法によっております。 

 主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物     ８～39年 

その他 

工具、器具及び備品  ３～15年 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法によっております。 

 主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物     10～39年 

その他 

工具、器具及び備品  ３～15年 

   （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の５％に

到達した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上しております。

 これによる影響額は軽微であります。

────── 

  ② 無形固定資産 

定額法によっております。 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

社債発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

────── 

(4）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権は貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

  ② 短期解約違約金損失引当金 

 携帯電話契約者の短期解約によって当

社の仕入先（移動体通信事業体及び一次

代理店）から請求される短期解約違約金

の支払に備えるため、解約予想額を引当

計上しております。 

② 短期解約違約金損失引当金 

同左 

  ③ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充当するため、

支給見込額のうち、当連結会計年度に負

担すべき金額を計上しております。 

③ 賞与引当金 

同左 

  ④ 役員賞与引当金 

 役員の賞与の支給に充当するため、当

連結会計年度における支給見込額を計上

しております。 

④ 役員賞与引当金 

同左 

  ⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、退職

金規程に基づく当連結会計年度末自己都

合退職金要支給額の100％を計上してお

ります。 

⑤ 退職給付引当金 

同左 

  ⑥ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末要支

給額を計上しております。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が、借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

────── 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引については特例処理

の要件を満たしているため、特例処理を

採用しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

借入金 

ヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

 金利変動リスクを一定の範囲内でヘッ

ジしております。 

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引については特例処理

を採用しているため、有効性の評価を省

略しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 全面時価評価法を採用しております。 同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれんの償却については、５年間の定額

法により償却を行っております。 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

────── （リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成19年３月30日 企業会計基準第13号）およ

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第

16号）を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 
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表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

────── （連結貸借対照表） 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「商品」「貯蔵品」に区分掲記しておりま

す。 

 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品」「貯蔵品」は、それぞれ 千円、4,000千円で

あります。 

  

2,098,671

（連結損益計算書） 

 「受取配当金」は、前連結会計年度まで営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外収益の

総額の100分の10を超えたため区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度における「受取配当金」の金額は

2,111千円であります。 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「看板広

告収入」（当連結会計年度は1,800千円）は、営業外収

益の総額の100分の10以下となったため、営業外収益の

「その他」に含めて表示しております。 

２．前連結会計年度まで特別損失の「その他」に含めて表

示しておりました「店舗閉鎖損失」は、特別損失の総額

の100分の10を超えたため区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度における「店舗閉鎖損失」の金

額は6,450千円であります。 

  

────── （連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度まで区分掲記しておりました営業活動に

よるキャッシュ・フローの「固定資産売却益」および「固

定資産除却損」ならびに営業活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売

却損」については、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い

連結財務諸表の比較可能性を向上するため、当連結会計年

度より「固定資産除売却損益(△は益)」に含めて表示して

おります。 

なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「固

定資産売却損」は1,024千円であります。 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成21年９月30日） 

※１        ────── ※１ 非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

  投資有価証券（株式） 千円90,000

※２ 担保に供している資産は次のとおりであります。 ※２ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物及び構築物 千円519,954

土地 千円146,939

合計 千円666,894

建物及び構築物 千円494,904

土地 千円146,939

合計 千円641,844

対応する債務は次のとおりであります。 対応する債務は次のとおりであります。 

短期借入金 千円700,000

1年内償還予定の社債 千円100,000

1年内返済予定の長期借入金 千円51,804

社債 千円400,000

長期借入金 千円414,392

合計 千円1,666,196

短期借入金 千円560,000

1年内償還予定の社債 千円100,000

1年内返済予定の長期借入金 千円51,804

社債 千円300,000

長期借入金 千円362,588

合計 千円1,374,392

※３ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行６行と当座貸越契約および貸出コミッ

トメント契約を締結しております。契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

  

当座貸越極度額および 

貸出コミットメントの総額 千円1,600,000

借入実行残高 千円850,000

差引額 千円750,000

※３ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行５行と当座貸越契約および貸出コミッ

トメント契約を締結しております。契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

当座貸越極度額および 

貸出コミットメントの総額 千円1,550,000

借入実行残高 千円620,000

差引額 千円930,000

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※１        ────── 

機械装置及び運搬具 千円3,644   

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 千円145,591

その他（工具、器具及び備品） 千円1,655

撤去費用 千円17,255

合計 千円164,503

建物及び構築物 千円45,303

その他（工具、器具及び備品） 千円258

撤去費用 千円8,501

合計 千円54,064

※３ 短期解約違約金損失引当金繰入額は売上高から控除

しております。 

※３          同左 
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前連結会計年度（自 平成19年10月１日 至 平成20年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

当連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 
前連結会計年度末

（株） 
増加（株） 減少（株） 

当連結会計年度末
（株） 

普通株式  21,713  ―  ―  21,713

合計  21,713  ―  ―  21,713

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成19年12月20日 

定時株主総会 
普通株式  86,852  4,000 平成19年９月30日 平成19年12月21日

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年12月10日 

定時株主総会 
普通株式  65,139 利益剰余金  3,000 平成20年９月30日 平成20年12月11日

株式の種類 
前連結会計年度末

（株） 
増加（株） 減少（株） 

当連結会計年度末
（株） 

普通株式  21,713  ―  ―  21,713

合計  21,713  ―  ―  21,713

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年12月10日 

定時株主総会 
普通株式  65,139  3,000 平成20年９月30日 平成20年12月11日

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年12月17日 

定時株主総会 
普通株式  78,166 利益剰余金  3,600 平成21年９月30日 平成21年12月18日
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前連結会計年度（自 平成19年10月１日 至 平成20年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する事業の内容 

３．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

  

当連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

 移動体通信機器販売関連事業の売上高および営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計および営業利

益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在）

現金及び預金 千円588,367

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
千円△108,839

現金及び現金同等物 千円479,528

現金及び預金 千円1,607,165

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
千円△116,351

現金及び現金同等物 千円1,490,813

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
  

移動体通信 
機器販売 
関連事業 
（千円） 

コール
センター事業
（保険分野）
（千円） 

不動産賃貸・
管理事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益            

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高  13,963,367  374,447  43,526  14,381,341  －  14,381,341

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  －  2,400  2,400 (2,400)  －

計  13,963,367  374,447  45,926  14,383,741 (2,400)  14,381,341

営業費用  13,931,490  477,817  72,628  14,481,936 (3,422)  14,478,514

営業利益又は 

営業損失（△） 
 31,877  △103,370  △26,701  △98,195 (△1,022)  △97,172

Ⅱ 資産、減価償却費   

及び資本的支出 
           

資産  6,055,359  116,620  510,995  6,682,975 (159,202)  6,523,772

減価償却費  163,453  635  28,385  192,474  －  192,474

資本的支出  110,595  12,703  330  123,628  －  123,628

事業区分 事業の内容

移動体通信機器販売 

関連事業 

一般ユーザーに対し、移動体通信キャリアが提供する移動体通信機器の販売およ

び移動体通信サービスの加入契約取り次ぎを行う事業 

コールセンター事業

（保険分野） 

保険会社からの委託を受け、医療保険等第三分野の保険の募集を行う事業 

不動産賃貸・管理事業 不動産物件（駐車場）の賃貸借募集を行うと同時に、その他一般消費者の利用を

目的とする事業 
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前連結会計年度（自 平成19年10月１日 至 平成20年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成19年10月１日 至 平成20年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

 (注)１ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり純資産額 円 銭76,194 97

１株当たり当期純損失（△） 円 銭△15,332 33

１株当たり純資産額 円 09銭89,812

１株当たり当期純利益     円 銭15,158 71

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

項目 
前連結会計年度末

（平成20年９月30日） 
当連結会計年度末

（平成21年９月30日） 

純資産の部の合計額         （千円）  1,657,983  1,950,090

純資産の部の合計額から控除する金額 （千円）  3,562  ―

（うち少数株主持分）  (3,562)  (―)

普通株式に係る期末の純資産額    （千円）  1,654,421  1,950,090

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の 

普通株式の数            （株） 
 21,713  21,713
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 (注)２ １株当たり当期純利益又は当期純損失（△）および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

該当事項はありません。 

  

 リース取引、デリバティブ取引、ストック・オプション、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、退職給

付、企業結合等（連結財務諸表規則第15条の12から第15条の21までに定める注記事項）等に関する注記事項について

は、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）     

 当期純利益又は当期純損失（△）  （千円）  △332,910  329,141

 普通株主に帰属しない金額     （千円）  ―  ―

 普通株式に係る当期純利益又は 

当期純損失（△）         （千円） 
 △332,910  329,141

 期中平均株式数          （株）  21,713  21,713

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

 当期純利益調整額         （千円）  ―  ―

 普通株式増加数          （株）  ―  ―

 （うち新株予約権）  (―)  (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概

要 

平成17年12月21日 

定時株主総会決議 

第３回ストックオプション 

（新株予約権の数 3,000個） 

同左 

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年９月30日) 

当事業年度 
(平成21年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 517,200 1,550,051

売掛金 1,163,605 1,227,089

商品 2,098,671 2,421,801

貯蔵品 4,000 6,686

前払費用 43,829 38,635

繰延税金資産 103,236 109,947

未収還付法人税等 151,389 －

その他 48,166 39,053

流動資産合計 4,130,100 5,393,265

固定資産   

有形固定資産   

建物 934,550 894,264

減価償却累計額 △294,277 △322,548

建物（純額） 640,273 571,716

構築物 103,434 97,353

減価償却累計額 △37,003 △40,068

構築物（純額） 66,430 57,284

機械及び装置 16,221 16,221

減価償却累計額 △10,821 △11,539

機械及び装置（純額） 5,400 4,682

船舶 2,469 2,469

減価償却累計額 △1,682 △2,027

船舶（純額） 787 442

車両運搬具 64,738 96,331

減価償却累計額 △36,257 △48,020

車両運搬具（純額） 28,480 48,311

工具、器具及び備品 244,119 244,005

減価償却累計額 △180,554 △199,398

工具、器具及び備品（純額） 63,565 44,607

土地 311,386 311,386

有形固定資産合計 1,116,324 1,038,431

無形固定資産   

ソフトウエア 15,291 3,735

その他 11,723 11,588

無形固定資産合計 27,015 15,323
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年９月30日) 

当事業年度 
(平成21年９月30日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 178,421 191,795

関係会社株式 105,900 195,900

出資金 50 50

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 95 －

関係会社長期貸付金 47,220 93,040

破産更生債権等 － 23,723

長期前払費用 10,840 4,447

繰延税金資産 22,232 34,935

差入保証金 242,134 202,261

会員権 71,597 47,530

長期未収入金 79,152 －

その他 26,774 31,952

貸倒引当金 △2,500 △21,545

投資その他の資産合計 781,918 804,092

固定資産合計 1,925,258 1,857,847

資産合計 6,055,359 7,251,112
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年９月30日) 

当事業年度 
(平成21年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,018,922 2,638,257

短期借入金 850,000 620,000

1年内償還予定の社債 100,000 100,000

1年内返済予定の長期借入金 174,920 186,720

未払金 74,096 209,696

未払費用 66,939 73,071

未払法人税等 17,012 392,525

未払消費税等 － 81,826

前受金 2,027 1,832

預り金 128,281 125,514

前受収益 2,283 449

短期解約違約金損失引当金 3,000 1,000

賞与引当金 55,500 71,500

役員賞与引当金 25,500 35,800

流動負債合計 3,518,484 4,538,193

固定負債   

社債 400,000 300,000

長期借入金 185,600 90,480

退職給付引当金 38,636 47,321

役員退職慰労引当金 123,850 142,270

その他 150 150

固定負債合計 748,236 580,221

負債合計 4,266,720 5,118,414
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年９月30日) 

当事業年度 
(平成21年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 729,364 729,364

資本剰余金   

資本準備金 666,862 666,862

資本剰余金合計 666,862 666,862

利益剰余金   

利益準備金 3,820 3,820

その他利益剰余金   

別途積立金 134,150 134,150

繰越利益剰余金 260,112 572,505

利益剰余金合計 398,082 710,475

株主資本合計 1,794,309 2,106,702

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △5,670 25,995

評価・換算差額等合計 △5,670 25,995

純資産合計 1,788,638 2,132,698

負債純資産合計 6,055,359 7,251,112
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高   

商品売上高 7,893,606 7,966,654

手数料収入 6,069,761 6,196,117

売上高合計 13,963,367 14,162,771

売上原価   

商品期首たな卸高 899,130 2,098,671

当期商品仕入高 11,956,185 10,756,775

合計 12,855,315 12,855,446

商品期末たな卸高 2,098,671 2,421,801

商品売上原価 10,756,643 10,433,645

売上総利益 3,206,724 3,729,125

販売費及び一般管理費   

販売手数料 272,335 465,077

広告宣伝費 139,614 56,299

役員報酬 89,909 89,618

給料手当及び賞与 1,090,268 940,257

賞与引当金繰入額 55,500 71,500

役員賞与引当金繰入額 25,500 35,800

退職給付費用 12,109 14,048

役員退職慰労引当金繰入額 18,420 18,420

交際費 33,171 37,209

地代家賃 438,248 347,907

減価償却費 163,453 112,644

その他 836,315 688,434

販売費及び一般管理費合計 3,174,847 2,877,217

営業利益 31,877 851,908

営業外収益   

受取利息 2,115 2,814

受取配当金 4,870 1,290

受取家賃 171 171

看板広告収入 3,600 －

受取保険金 22 －

還付加算金 － 5,207

その他 5,547 9,240

営業外収益合計 16,326 18,723

営業外費用   

支払利息 17,194 15,975

社債発行費 9,539 －

その他 4,712 1,335

営業外費用合計 31,446 17,310

経常利益 16,756 853,321
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

特別利益   

固定資産売却益 3,644 －

投資有価証券売却益 3,119 －

賞与引当金戻入額 － 9,384

保険差益 2,664 1,427

その他 1,235 1,564

特別利益合計 10,664 12,375

特別損失   

固定資産除却損 164,140 54,064

店舗閉鎖損失 － 22,398

投資有価証券売却損 1 1,770

投資有価証券評価損 76,511 14,662

会員権評価損 16,214 1,542

貸倒引当金繰入額 － 18,395

その他 8,402 9,542

特別損失合計 265,270 122,376

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △237,849 743,320

法人税、住民税及び事業税 25,905 386,000

過年度法人税等 5,475 －

法人税等調整額 △27,903 △20,212

法人税等合計 3,477 365,787

当期純利益又は当期純損失（△） △241,327 377,532
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 729,364 729,364

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 729,364 729,364

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 666,862 666,862

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 666,862 666,862

資本剰余金合計   

前期末残高 666,862 666,862

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 666,862 666,862

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 3,820 3,820

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,820 3,820

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 134,150 134,150

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 134,150 134,150

繰越利益剰余金   

前期末残高 588,291 260,112

当期変動額   

剰余金の配当 △86,852 △65,139

当期純利益又は当期純損失（△） △241,327 377,532

当期変動額合計 △328,179 312,393

当期末残高 260,112 572,505

利益剰余金合計   

前期末残高 726,261 398,082

当期変動額   

剰余金の配当 △86,852 △65,139

当期純利益又は当期純損失（△） △241,327 377,532

当期変動額合計 △328,179 312,393

当期末残高 398,082 710,475
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

株主資本合計   

前期末残高 2,122,488 1,794,309

当期変動額   

剰余金の配当 △86,852 △65,139

当期純利益又は当期純損失（△） △241,327 377,532

当期変動額合計 △328,179 312,393

当期末残高 1,794,309 2,106,702

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △18,068 △5,670

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12,397 31,666

当期変動額合計 12,397 31,666

当期末残高 △5,670 25,995

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △18,068 △5,670

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12,397 31,666

当期変動額合計 12,397 31,666

当期末残高 △5,670 25,995

純資産合計   

前期末残高 2,104,420 1,788,638

当期変動額   

剰余金の配当 △86,852 △65,139

当期純利益又は当期純損失（△） △241,327 377,532

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12,397 31,666

当期変動額合計 △315,781 344,059

当期末残高 1,788,638 2,132,698
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該当事項はありません。 

  

(1）役員の異動 

その他の役員の異動 

新任監査役候補 

（非常勤）監査役 松沼 正平 

退任予定監査役 

（非常勤）監査役 渡邉 宗男 

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に関する注記

６．その他

2009/11/0910:13:04
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（参考資料） 
四半期毎の店舗数推移                                 （単位：店） 

店
数
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ソフトバンクショップ ａｕショップ 総合ショップ 合計 うち、直営店

ソフトバンクショップ 55 59 62 62 58 58 58 58 58

ａｕショップ 9 9 9 9 9 9 9 9 9

総合ショップ 27 28 22 17 9 9 5 4 2

合計 91 96 93 88 76 76 72 71 69

うち、直営店 89 94 91 86 72 72 68 67 65

平成19年9
月末

平成19年
12月末

平成20年3
月末

平成20年6
月末

平成20年9
月末

平成20年
12月末

平成21年3
月末

平成21年6
月末

平成21年9
月末

 
 
四半期毎のキャリア別取扱台数                           （単位：台） 

台
数

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

ａｕ

ＤＯＣＯＭＯ

ＳｏｆｔＢａｎｋ

ａｕ 12,300 9,900 10,700 7,700 6,100 5,700 6,500 5,900 6,500

ＤＯＣＯＭＯ 7,700 5,400 4,000 2,300 1,600 900 1,000 500 300

ＳｏｆｔＢａｎｋ 38,100 31,300 32,500 24,200 30,100 25,600 34,600 29,700 31,200

平成19年
9月期4Ｑ

平成20年
9月期1Ｑ

平成20年
9月期2Ｑ

平成20年
9月期3Ｑ

平成20年
9月期4Ｑ

平成21年
9月期1Ｑ

平成21年
9月期2Ｑ

平成21年
9月期3Ｑ

平成21年
9月期4Ｑ

 

58,100 

46,600 47,200 

42,10037,900 36,100 38,000 

34,200 32,200

 なお、台数については百台未満を四捨五入しております。  
 
上記取扱台数に占める新規販売台数の割合及び直営店による取扱比率    （単位：%） 
  平成 19 年 平成 20 年 平成 20 年 平成 20 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 21 年 平成 21 年 平成 21 年

  9 月期 4Ｑ 9 月期 1Ｑ 9 月期 2Ｑ 9 月期 3Ｑ 9 月期 4Ｑ 9 月期 1Ｑ 9 月期 2Ｑ 9 月期 3Ｑ 9 月期 4Ｑ

新規販売比率 44.1 49.3 48.5 42.2 32.6 26.7 29.3 31.5 33.3 

直営店取扱比率 98.0 98.1 98.1 98.0 97.8 96.2 96.4 96.6 96.0 
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